
実証事業の実施

「調布スマートシティ協議会」の更なる発展に向けて
令和６年度第１回行政経営会議

行政経営部企画経営課産学官連携担当

ミッション

（Mission）

ビジョン

（Vision）

バリュー

（Value）

デジタルをはじめとする先端技術を活用し，調布市民の利便性の向上，
調布のまちの社会的課題の解決を図る

・市単独では生み出せない成果を創出する取組を実施
・構成団体が持つ技術やノウハウを生かした取組を実施

産学官民の連携により，社会的課題の解決と経済的価値の創出を両立させる
ことで，持続的成長を続けるまちをつくる

・幅広い市民の参加機会を確保
・データの利活用を推進

① 公共性（市民の利便性向上，社会的課題の解決への貢献）
② 事業性（経済的価値の創出，持続可能な事業展開）
③ 地域性（市独自資源の活用，市内事業者の活性化）

・協議会は，市単独では生み出せない成果を創出する視点で，新たな取組や既存事業の見直しを

「検討する」とともに，それらを各構成団体の有するリソースを活用し「実証する」場

● 「調布スマートシティ協議会」におけるＭＶＶ ●

“調布スマートシティ協議会”の

更なる発展を図るための新たな視点

▶ 協議会としての目標設定
・市における位置付けの明確化

▶ 協議会活動への市民の参加機会の充実

▶ 取組の実施・検証プロセスの明確化

▶ ワーキンググループ主導団体等以外の
構成団体によるコミットメント

各団体からの提案・事前協議

実施 検証・評価

市の課題認識，市民ニーズを
踏まえた庁内検討

本格導入・実装

構築

検 討

所管部署との調整
・バリューに掲げる３つの視点での取組の進捗確認

・各段階に応じた市民への取組周知 ・実施体制の確保

▶ 実証事業の検証・評価を踏まえて，本格導入に向けた
再検討・再調整

▶ 本格導入を見据えた検討・調整のうえ，実証事業の開
始に至った案件（独自技術の活用，市の施策との連
動，予算の確保などが要件）については，継続的な本
格導入・実装フェーズへ移行
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～ MVVを具現化するための取組モデルフロー ～

取
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※ 市単独では生み出せない効果について「実証・検証」を行う。

財源確保に関する検討 財源確保に関する検討

既存データの利活用の可能性検討
新たなに得られるデータの考察

得られたデータの解析
他分野への利活用検討

市民ニーズの把握
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実証への参加，CSCC認知度・期待度の向上
市民の利便性向上，

ブラッシュアップに向けた評価

実施協定
の締結等

使命
存在意義

将来展望

価値

今後，「調布スマートシティ協議会」の活動状況を発信し，認知度の向上，関心の喚起につなげるとともに，市においては，全庁的に本協議会を効果的に
活用し，共創のまちづくりを推進するため，設立から３年が経過した本協議会について，目指すべき方向や見直しを図るべき視点を改めて整理した。
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 実証事業を通じた取組モデルフローの確認

 検討・協議体制の見直し（全体ミーティングの試行）

 市民への情報発信・参加機会の充実

Ｒ３ Ｒ７ Ｒ８ 【設立５周年】 Ｒ９

スマートシティ戦略策定に向けた検討，
事例研究，ディスカッション

協
議
会

設
立

協議会の更なる活性化，活動領域の拡大，重点課題の抽出

調布市後期基本計画
（令和９年度～令和１２年度）

「共有価値創造型ス
マートシティ」政策の
中長期的な指針とし
て策定し，市としての
将来像や重点的に取
り組む社会的課題の
設定を目指す（内容
更新のタイミング等
要検討）

実証事業の実施・検証，多様な主体のコミットメント強化，市民の参加機会の充実

構成団体との連携体制の構築 ， 社会的課題の共有，各種取組の検討・実施

デジタル技術等を活用
した産学官連携による
価値創造の視点を分野
横断的に位置付け，計
画期間における優先的
取組課題を設定

（仮称） 調布市
スマートシティ
戦略策定

多様な主体のコミット・取組プロセスの明確化・
市民の参加機会創出に向けたアジャイル的試行

Ｒ６

● 「調布スマートシティ協議会」の中期ロードマップ ●

「調布スマートシティ協議会」の更なる発展に向けて

 協議会の取組として位置付けるべき事業等の見直し
（MVVに照らし取組範囲を拡大する視点）

 協議会として取り組むべき社会的課題の設定に向けた検討
（全庁的な検討体制の構築，協議会としての検討体制づくり）

 市民ニーズの把握，市民と協議会との接点づくり

課題設定にあわせたＷＧ等の再設定

 市の課題提起にあわせた協議会としての推進
体制について，必要に応じて見直しを図る
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